
 

千葉市の下水道事業会計は、地方公営企業法に規定する財務規定を適用しており、民間企業と同

様の会計方式が用いられています。また、同法施行令により、損益取引（収益的収支）と資本取引

（資本的収支）に区分することとされています。 

 

 

１ 収益的収支 
 

収益的収支とは、営業活動（維持管理等事業の運営活動）に伴う収入と支出のことです。下

水道事業では主に、下水道使用料、一般会計負担金が収益的収入に、維持管理費（業務費、処

理場費、ポンプ場費など）、減価償却費、支払利息が収益的支出に該当します。 

 

＜収益的収支 決算＞ 

 

【注】 

減価償却費：固定資産の経年的価値の減少額を、毎事業年度の費用として配分したもの。 

長期前受金戻入：減価償却を行うべき固定資産の取得・改良に充てるため補助金等の交付を受けた場合に、

その金額を「長期前受金」として整理することになっており、その固定資産の減価償却・除却等を行う

際には、償却等見合分を順次収益化することになっている。この収益化額を「長期前受金戻入」という。 
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令和３年度決算 収益的収支 （単位：千円、 税込）



＜収入＞                                                 （税込） 

区　　　分 予算額(a) 決算額(b) (b)-(a)

千円 千円 千円

第１款　下水道事業収益 30,508,887 29,994,522 △ 514,365

　第１項　営業収益 22,587,942 21,765,578 △ 822,364

　第２項　営業外収益 他 7,920,945 8,228,944 307,999
 

【注】 

営業収益 ： 企業の主たる営業活動から生じる収益のこと。具体的には、下水道使用料、一般会計負担金

など。 

営業外収益 ： 金融財務活動その他主たる営業活動以外の原因から生じる収益のこと。具体的には、長

期前受金戻入、一般会計補助金など。 

 

＜支出＞                                                  （税込） 

区　　　分 予算額(a) 決算額(b) (b)-(a)

千円 千円 千円

第１款　下水道事業費用 29,536,454 28,427,172 △ 1,109,282

　第１項　営業費用 25,662,322 25,035,777 △ 626,545

　第２項　営業外費用 他 3,874,132 3,391,395 △ 482,737
 

【注】 

営業費用 ： 主たる営業活動のため生じる費用のこと。具体的には、減価償却費、業務費、処理場費、ポ

ンプ場費、管渠費、給与費など。 

営業外費用 ： 金融財務活動に要する費用及び事業の経営活動以外の活動によって生じる費用のこと。

具体的には、支払利息など。 

 

 

 

２ 資本的収支 
 

収益的収支とは、営業活動以外の施設の建設などの資産の形成に伴う収入と支出のことで

す。下水道事業では主に、国庫補助金、企業債が資本的収入に、建設改良費、企業債償還金が

資本的支出に該当します。 

  



＜資本的収支 決算＞ 

 
【注】 

企業債：地方公共団体が地方公営企業の建設、改良に要する資金に充てるために起こす地方債のこと。 

補てん財源：資本的収支は、通常、支出に対して収入が不足することとなるため、この収支不足額の補て

んに用いる財源のことを「補てん財源」という。具体的には、減価償却費など現金支出を要しないもの

を費用に計上することによって内部に留保される資金がこれに該当する。 

 

＜収入＞                                                  （税込） 

区　　　分 予算額(a) 決算額(b) 翌年度繰越額(c) (b)+(c)-(a)

千円 千円 千円 千円

第１款　資本的収入 30,221,642 20,523,132 8,076,172 △ 1,622,338

　第１項　企業債 20,699,200 14,009,500 5,428,000 △ 1,261,700

　第２項　他会計出資金 844,581 830,479 0 △ 14,102

　第３項　補助金 6,765,819 3,797,099 2,648,172 △ 320,548

　第４項　負担金 他 1,912,042 1,886,054 0 △ 25,988  
 

＜支出＞                                                  （税込） 

区　　　分 予算額(a) 決算額(b) 翌年度繰越額(c) (b)+(c)-(a)

千円 千円 千円 千円

第１款　資本的支出 40,078,882 30,480,923 8,132,010 △ 1,465,949

　第１項　建設改良費 22,830,645 13,365,207 8,132,010 △ 1,333,428

　第２項　固定資産購入費 332,882 213,632 0 △ 119,250

　第３項　償還金 他 16,915,355 16,902,084 0 △ 13,271  
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令和３年度決算 資本的収支 （単位：千円、 税込）



令和３年度の事業について 

 

本市下水道は、令和３年度からの新しい中長期経営計画において、計画期間に取り組むべき方向

性を３つの基本方針「安全・安心で快適な生活を支える下水道」「環境の保全と循環型社会を目指す

下水道」「健全な経営に基づいた持続可能な下水道」として定め、令和３年度は、浸水被害を軽減す

るための雨水対策、地震時における機能の確保、老朽化施設の改築、汚水管渠の整備、水環境保全

のための高度処理、資源の有効利用、官民連携推進に向けた検討などを進めました。 

 

１ 整備率、接続率等 

（１）整備率 93.7%（令和３年度末） 
（整備済面積 12,296ha／事業計画面積 13,121ha＝93.7%） 

（２）下水道人口普及率 97.5%（令和３年度末） 
 （整備区域内人口 951,083 人／行政区域内人口 975,947 人＝97.5%） 

（３）接続率 99.6%（令和３年度末） 
   （接続人口 947,547 人／整備区域内人口 951,083 人＝99.6%） 

 （接続人口は、前年度末よりも 1,215 人増加） 

（４）年間処理水量 123,360 千㎥ 

（５）一日平均処理水量 338 千㎥ 

 

２ 施策ごとの主な事業実績 

（１）浸水対策 

局地的な大雨などによる被害を軽減するため、雨水対策重点地区整備基本方針などに基づき

雨水管渠や雨水貯留槽の整備を行うとともに、引き続き、市民による防水板設置の費用を一部

助成しました。 

（２）地震時における機能の確保 

管渠の耐震化工事を進め、こてはし台中学校などにおいてマンホールトイレ設置工事を行い

ました。 

（３）施設の老朽化対策 

村田雨水ポンプ場などで機械・電気設備の改築を行いました。 

（４）汚水管渠の整備 

仁戸名町、幕張町３丁目などの面整備を推進した結果、整備面積が 5ha 増加しました。  

（５）水環境保全のための高度処理施設の整備 

中央浄化センターにおいて既存の水処理施設３系列のうち１系列が完成しました。 

（６）資源の有効利用 

南部浄化センターにおける汚泥固形燃料化施設導入のための実施方針の策定を行いました。 

（７）官民連携推進 

管路の維持管理における包括的民間委託導入に向けた検討を行いました。 


